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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　航空機の胴体ハウジング内に配設された第１の胴体搭載エフェクタと；
　第１の翼であって、前記第１の翼に弾力的に搭載された第１の操縦面を備え、前記第１
の操縦面は、前記第１の胴体搭載エフェクタにより対向されており当該第１の胴体搭載エ
フェクタの動きにより動作する、第１の翼と；
　前記胴体ハウジングに回転可能に取り付けられた第２の翼と；
　前記胴体ハウジング内に配設されるとともに前記第２の翼を回転させるため前記胴体ハ
ウジングの外に部分的に延在可能な第２の胴体搭載エフェクタと；
を備えることを特徴とする航空機。
【請求項２】
　請求項１に記載の航空機において、
　前記胴体ハウジング内に配設された第３の胴体搭載エフェクタと；
　第３の翼であって、前記第３の翼に弾力的に搭載された第２の操縦面を備え、当該第２
の操縦面が前記第３の胴体搭載エフェクタにより対向されており当該第３の胴体搭載エフ
ェクタの動きによって動作する、第３の翼と；
をさらに備えることを特徴とする航空機。
【請求項３】
　請求項２に記載の航空機において、前記胴体ハウジングに回転可能に取り付けられた第
４の翼をさらに備えることを特徴とする航空機。
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【請求項４】
　請求項２に記載の航空機において、機体中央部をさらに備え、前記第１の翼および前記
第３の翼は、前記胴体ハウジングの前記機体中央部に沿って配設されていることを特徴と
する航空機。
【請求項５】
　請求項３に記載の航空機において、前記胴体ハウジングはテーパ状機尾部をさらに備え
、前記第２の翼および前記第４の翼は、前記胴体ハウジングの前記テーパ状機尾部に沿っ
て配設されていることを特徴とする航空機。
【請求項６】
　請求項１に記載の航空機において、前記第１の胴体搭載エフェクタは、第１の胴体ハウ
ジングの開口を介して前記胴体ハウジングの外に部分的に延在可能な第１のアクチュエー
タホーンであることを特徴とする航空機。
【請求項７】
　請求項２に記載の航空機において、前記第３の胴体搭載エフェクタは、第２の胴体ハウ
ジングの開口を介して前記胴体ハウジングの外に部分的に延在可能な第２のアクチュエー
タホーンであることを特徴とする航空機。
【請求項８】
　請求項１に記載の航空機において、前記第１の弾力的に搭載された操縦面は、前記第１
の翼周りに線形ジョイントにおいて連結された前記第１の翼の後縁であることを特徴とす
る航空機。
【請求項９】
　請求項１に記載の航空機において、前記航空機は動作中無人であることを特徴とする航
空機。
【請求項１０】
　胴体ハウジング内に配設され且つ前記胴体ハウジングの外に部分的に延在可能な第１の
胴体搭載アクチュエータホーンにより対向される第１の弾力的に搭載された操縦面を提供
するステップと；
　１つ以上の命令信号に基づいて、前記第１の胴体搭載アクチュエータホーンを介して前
記第１の弾力的に搭載された操縦面を偏向させるステップと；
を含むことを特徴とする、航空機の飛行を制御する方法。
【請求項１１】
　機尾に向けてテーパ化する胴体ハウジングを備える胴体と；
　前記胴体ハウジングに回転可能に取り付けられた第２の翼と；
　前記胴体ハウジング内に配設されるとともに前記第２の翼を回転させるため前記胴体ハ
ウジングの外に部分的に延在可能なエフェクタ部材と；
を備えることを特徴とする航空機。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の航空機において、前記胴体ハウジングの機尾部は、前記第２の翼に
より部分的に定義される角度によりテーパ化していることを特徴とする航空機。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の航空機において、前記第２の翼は、前記胴体ハウジングに弾力的に
搭載されていることを特徴とする航空機。
【請求項１４】
　請求項１２に記載の航空機において、前記第２の翼は、ヒンジを介して前記胴体ハウジ
ングに搭載されていることを特徴とする航空機。
【請求項１５】
　請求項１３に記載の航空機において、前記第２の翼は、軸心を中心に回転し、当該軸心
は、前記胴体ハウジングの長手方向軸心に対して傾斜していることを特徴とする航空機。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の航空機において、前記第２の翼は、前記エフェクタ部材の並進に応
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答することを特徴とする航空機。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の航空機において、前記エフェクタ部材は、前記胴体ハウジングの長
手方向軸心に対して側方向に延在可能であることを特徴とする航空機。
【請求項１８】
　請求項１７に記載の航空機において、前記エフェクタ部材は、前記第２の翼の角度回転
を生じさせるためアクチュエータにより係合されることを特徴とする航空機。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の航空機において、前記エフェクタ部材は、胴体ハウジングの開口か
らさらに延在可能であることを特徴とする航空機。
【請求項２０】
　請求項１９に記載の航空機において、前記エフェクタ部材は、単一軸において並進する
ことを特徴とする航空機。
【請求項２１】
　請求項１５に記載の航空機において、前記軸心は、前記胴体ハウジングの長手方向軸心
に対して傾斜したヒンジ線周りであることを特徴とする航空機。
【請求項２２】
　請求項２１に記載の航空機において、前記第２の翼は、前記エフェクタ部材の並進に応
答することを特徴とする航空機。
【請求項２３】
　請求項２２に記載の航空機において、前記エフェクタ部材は、前記胴体ハウジングの長
手方向軸心に対して側方向に延在可能であることを特徴とする航空機。
【請求項２４】
　請求項２３に記載の航空機において、前記エフェクタ部材は、前記第２の翼の角度回転
を生じさせるためアクチュエータにより係合されることを特徴とする航空機。
【請求項２５】
　請求項２４に記載の航空機において、前記エフェクタ部材は、胴体ハウジングの開口か
らさらに延在可能であることを特徴とする航空機。
【請求項２６】
　請求項２５に記載の航空機において、前記エフェクタ部材は、単一軸において並進する
ことを特徴とする航空機。
【請求項２７】
　請求項１１に記載の航空機において、
　前記胴体ハウジングに回転可能に取り付けられた第４の翼をさらに備え、
　前記第４の翼は前記第２の翼に対向し；
　前記胴体ハウジングの機尾部は、前記第４の翼によりさらに定義される角度によりテー
パ化し；
　前記第２の翼および前記第４の翼は、前記エフェクタ部材の対向端に当接し；
　前記エフェクタ部材は、前記第２の翼および前記第４の翼に係合する
ことを特徴とする航空機。
【請求項２８】
　請求項２７に記載の航空機において、前記第２の翼および前記第４の翼は、互いに協働
して移動することを特徴とする航空機。
【請求項２９】
　請求項２８に記載の航空機において、
　前記第２の翼および前記第４の翼は、前記胴体ハウジングに弾力的に搭載され；
　前記第２の翼および前記第４の翼の軸心は、前記胴体ハウジングの長手方向軸心に対し
て傾斜し；
　前記第２の翼および前記第４の翼は、前記エフェクタ部材の並進に応答し；
　前記エフェクタ部材は、前記胴体ハウジングの長手方向軸心に対して側方向に延在可能
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であり；
　前記エフェクタ部材は、前記第２の翼および前記第４の翼の角度回転を生じさせるため
アクチュエータにより係合され；
　前記エフェクタ部材は、胴体ハウジングの開口からさらに延在可能であり；
　前記エフェクタ部材は、単一軸において並進する
ことを特徴とする航空機。
【請求項３０】
　請求項２９に記載の航空機において、
　前記第２の翼は、ヒンジを介して前記胴体ハウジングに搭載され；
　前記第２の翼および前記第４の翼の軸心は、前記胴体ハウジングの長手方向軸心に対し
て傾斜したヒンジ線周りであり；
　前記第２の翼および前記第４の翼は、前記エフェクタ部材の並進に応答し；
　前記エフェクタ部材は、前記胴体ハウジングの長手方向軸心に対して側方向に延在可能
であり；
　前記エフェクタ部材は、前記第２の翼および前記第４の翼の角度回転を生じさせるため
アクチュエータにより係合され；
　前記エフェクタ部材は、胴体ハウジングの開口からさらに延在可能であり；
　前記エフェクタ部材は、単一軸において並進する
ことを特徴とする航空機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本願は、２００９年９月９日に出願された米国仮特許出願第６１／２４０，９８５号明
細書の優先権を主張し、その特典を請求するものであり、かかる出願は、あらゆる目的の
ためにその全体が参照により本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　実施形態は、航空機に関し、航空機および／または無人航空機（ＵＡＶ）のエルロン制
御システムに関する。
【背景技術】
【０００３】
　ＵＡＶなどの航空機の操縦系は、エレベータ、エルロン、ラダーの組み合わせ、および
／または構造的な組み合わせ、例えばフラップとエルロンとが組み合わせられたフラッペ
ロン、エレベータとラダーとが組み合わせられたエレボン、ラダーとエレベータとが組み
合わせられたラダーベータを介して構成し得る。ＵＡＶ用の翼は、アクチュエータと、亜
音速ＵＡＶのための操縦面として機能するためヒンジ線周りに作動させてもよいヒンジフ
ラップとを含んでもよい。
【発明の概要】
【０００４】
　航空機は：第１の胴体搭載エフェクタを収容する胴体と；第１の翼であって、第１の翼
に弾力的に搭載された第１の操縦面を備え、第１の操縦面は、第１の胴体搭載エフェクタ
により対向されている、第１の翼と；胴体ハウジングに回転可能に取り付けられた第２の
翼と；胴体ハウジング内に配設されるとともに第２の翼に係合するため部分的に延在可能
な第２の胴体搭載エフェクタと；を備える。航空機は、有人であっても無人であってもよ
い。航空機の胴体ハウジングは、第３の胴体搭載エフェクタと；第３の翼であって、第３
の翼に弾力的に搭載された第２の操縦面を備える、第３の翼と；を備えてもよい。加えて
、航空機は、胴体ハウジングに回転可能に取り付けられた第４の翼を備えてもよい。他の
実施形態において、第３の胴体搭載エフェクタと；第３の翼であって、第３の翼に弾力的
に搭載された第２の操縦面を備える、第３の翼と；を有する航空機の胴体ハウジングは、
機体中央部を備えてもよく、第１の翼および第３の翼は、胴体の機体中央部に沿って配設
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されている。他の実施形態において、胴体は、テーパ状機尾部をさらに備えてもよく、第
２の翼および第４の翼は、胴体のテーパ状機尾部に沿って配設されている。
【０００５】
　いくつかの実施形態において、有人または無人の航空機は：第１の胴体搭載エフェクタ
を収容する胴体であって、第１の胴体搭載エフェクタは、第１の胴体開口を介して延在可
能な第１のアクチュエータホーンである、胴体と；第１の翼であって、第１の翼に弾力的
に搭載された第１の操縦面を備え、第１の操縦面は、第１の翼周りに線形ジョイントにお
いて連結された第１の翼の後縁であってもよく、第１の操縦面は、第１の胴体搭載エフェ
クタにより対向されている、第１の翼と；胴体ハウジングに回転可能に取り付けられた第
２の翼と；胴体ハウジング内に配設されるとともに第２の翼に係合するため部分的に延在
可能な第２の胴体搭載エフェクタと；を備えてもよい。加えて、第３の胴体搭載エフェク
タは、例えば、第２の胴体開口を介して延在可能な第２のアクチュエータホーンであって
もよい。
【０００６】
　別の実施形態において、航空機の飛行を制御する方法は：第１の胴体搭載アクチュエー
タホーンにより対向される第１の弾力的に搭載された操縦面を提供するステップと；１つ
以上の命令信号に基づいて、第１の胴体搭載アクチュエータホーンを介して第１の弾力的
に搭載された操縦面を偏向させるステップと；を含んでもよい。
【０００７】
　別の実施形態において、航空機は：機尾に向けてテーパ化するハウジングを備える胴体
であって、胴体の機尾部は、第１の翼により部分的に定義される角度によりテーパ化して
いる、胴体と；胴体ハウジングに弾力的に搭載されている、および／または胴体ハウジン
グに回転可能に取り付けられている、および／またはヒンジを介して胴体ハウジングに搭
載されている第１の翼と；胴体ハウジング内に配設されるとともに第１の翼に係合するた
め部分的に延在可能なエフェクタ部材と；を備えてもよい。加えて、第１の翼は、軸心を
中心に回転してもよく、回転軸心は、胴体ハウジングの長手方向軸心に対して傾斜してい
てもよい。この第１の翼は、エフェクタ部材の並進に応答してもよく、エフェクタ部材は
、胴体ハウジングの長手方向軸心に対して側方向に延在可能であり、エフェクタ部材は、
第１の翼および第２の翼の角度回転を生じさせるためアクチュエータにより係合され、エ
フェクタ部材は、胴体の開口からさらに延在可能であってもよく、エフェクタ部材は、単
一の軸心において並進する。
【０００８】
　別の実施形態において、航空機は：機尾に向けてテーパ化するハウジングを備える胴体
であって、胴体の機尾部は、第１の翼により部分的に定義される角度によりテーパ化して
いる、胴体と；胴体ハウジングに弾力的に搭載されている、および／または胴体ハウジン
グに回転可能に取り付けられている、および／またはヒンジを介して胴体ハウジングに搭
載されている第１の翼と；胴体ハウジング内に配設されるとともに第１の翼に係合するた
め部分的に延在可能なエフェクタ部材と；を備えてもよく、回転軸心は、胴体ハウジング
の長手方向軸心に対して傾斜したヒンジ線周りであり、第１の翼は、エフェクタ部材の並
進に応答する。加えて、航空機のエフェクタ部材は、胴体ハウジングの長手方向軸心に対
して側方向に延在可能であってもよく、胴体の開口からさらに延在可能であってもよく、
単一の軸心において並進してもよく、第１の翼の角度回転を生じさせるためアクチュエー
タにより係合されてもよい。
【０００９】
　別の実施形態において、航空機の飛行を制御する方法は：第１の胴体搭載アクチュエー
タホーンにより対向される第１の弾力的に搭載された操縦面を提供するステップと；１つ
以上の命令信号に基づいて、第１の胴体搭載アクチュエータホーンを介して第１の弾力的
に搭載された操縦面を偏向させるステップと；を含んでもよく、さらに：胴体ハウジング
に回転可能に取り付けられた第２の翼を備えてもよく；第２の翼は第１の翼に対向し；胴
体の機尾部は、第２の翼によりさらに定義される角度によりテーパ化し；第１の翼および
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第２の翼は、エフェクタ部材の対向端に当接し；エフェクタ部材は、第１の翼および第２
の翼に係合する。加えて、第１の翼および第２の翼は、互いに協働して移動してもよく、
および／または胴体ハウジングに弾力的に搭載されてもよく；第１の翼および第２の翼の
回転軸心は、胴体ハウジングの長手方向軸心に対して傾斜し；第１の翼および第２の翼は
、エフェクタ部材の並進に応答し；エフェクタ部材は、胴体ハウジングの長手方向軸心に
対して側方向に延在可能であり；エフェクタ部材は、第１の翼および第２の翼の角度回転
を生じさせるためアクチュエータにより係合され；エフェクタ部材は、胴体の開口からさ
らに延在可能であり；エフェクタ部材は、単一の軸心において並進する。加えて、第１の
翼は、ヒンジを介して胴体ハウジングに搭載されてもよく；回転軸心は、胴体ハウジング
の長手方向軸心に対して傾斜したヒンジ線周りであり；第１の翼および第２の翼は、エフ
ェクタ部材の並進に応答し；エフェクタ部材は、胴体ハウジングの長手方向軸心に対して
側方向に延在可能であり；エフェクタ部材は、第１の翼および第２の翼の角度回転を生じ
させるためアクチュエータにより係合され；エフェクタ部材は、胴体の開口からさらに延
在可能であり；エフェクタ部材は、単一の軸心において並進する。
【００１０】
　実施形態は、例示のために示すものであり、以下の添付の図面の形態に限定するための
ものではない。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、航空機の実施形態の上面図である。
【図２】図２は、航空機の実施形態の側方立面図である。
【図３】図３は、システムアーキテクチャの実施形態のトップレベル機能ブロック図であ
る。
【図４】図４は、退縮状態における実施形態の下側斜視図である。
【図５】図５は、展開状態における実施形態の下側斜視図である。
【図６】図６は、延在した右舷ホーンと偏向した後縁とによる接触を示す、展開状態にお
ける本発明の実施形態の下側斜視図である。
【図７Ａ】図７Ａは、左舷後縁の上面に接触するため作動させた左舷アクチュエータのホ
ーンを示す、本発明の実施形態の左舷翼－後縁領域の側面図である。
【図７Ｂ】図７Ｂは、左舷後縁の上面を左舷翼の上面に対して角度的に偏向させるため作
動させた左舷アクチュエータのホーンを示す、本発明の実施形態の左舷翼－後縁領域の側
面図である。
【図７Ｃ】図７Ｃは、弾力要素が対向されていないことにより高められた後縁を示す、翼
の断面図である。
【図７Ｄ】図７Ｄは、胴体ベースのアクチュエータホーンが弾力要素に対向するように延
在することにより直線状になった後縁を示す、翼の断面図である。
【図７Ｅ】図７Ｅは、胴体ベースのアクチュエータホーンが弾力要素に対向するようにさ
らに延在することにより偏向された後縁を示す、翼の断面図である。
【図８Ａ】図８Ａは、右舷翼の上部に対して右舷後縁に接触した右舷アクチュエータホー
ンを示す、アクチュエータホーンの後方から前方を見た実施形態の断面図である。
【図８Ｂ】図８Ｂは、右舷翼の上部に対して偏向した右舷後縁を示す、アクチュエータホ
ーンの後方から前方を見た実施形態の断面図である。
【図９】図９は、エレベータ命令およびエルロン命令が出力され、組み合わされて左舷ア
クチュエータおよび右舷アクチュエータへの命令を提供し得る、機能ブロック図である。
【図１０Ａ】図１０Ａは、航空機のテーパ状機尾部を示す実施形態の上面図である。
【図１０Ｂ】図１０Ｂは、ヨー運動を制御するように展開した状態のラダーを示す、実施
形態の側方立面図である。
【図１１Ａ】図１１Ａは、ラダー表面の例示的な展開前位置を示す。
【図１１Ｂ】図１１Ｂは、ラダー表面の展開位置の例示的な開始段階を示す。
【図１１Ｃ】図１１Ｃは、ラダー表面の展開位置の例示的な段階を示す。
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【図１１Ｄ】図１１Ｄは、展開されアクチュエータにより受けられた状態のラダー表面の
展開位置の例示的な段階を示す。
【図１２Ａ】図１２Ａは、単一のラダーの回転を示す、航空機の実施形態の一部分の平面
図である。
【図１２Ｂ】図１２Ｂは、単一のラダーの回転の次の段階を示す、航空機の実施形態の一
部分の平面図である。
【図１２Ｃ】図１２Ｃは、単一のラダーの回転の次の段階を示す、航空機の実施形態の一
部分の平面図である。
【図１２Ｄ】図１２Ｄは、単一のラダーの回転の次の段階を示す、航空機の実施形態の一
部分の平面図である。
【図１２Ｅ】図１２Ｅは、ラダーが胴体壁に達した状態の、航空機の実施形態の一部分の
平面図である。
【図１２Ｆ】図１２Ｆは、エフェクタ部材がラダーに取り付けられラダーを定位置に保持
している状態の、航空機の実施形態の一部分の平面図である。
【図１３Ａ】図１３Ａは、ラダー表面の例示的な展開前位置を示す、航空機のテーパ状機
尾部の側方角度図である。
【図１３Ｂ】図１３Ｂは、ラダー表面の例示的な展開中位置を示す、航空機のテーパ状機
尾部の側方角度図である。
【図１３Ｃ】図１３Ｃは、ラダー表面の例示的な展開後位置を示す、航空機のテーパ状機
尾部の側方角度図である。
【図１３Ｄ】図１３Ｄは、アクチュエータロッドに作用しているアクチュエータを示す、
航空機の機尾部の破断図である。
【図１４Ａ】図１４Ａは、折り畳み状態におけるラダーを示す、航空機のテーパ状機尾部
の背面図である。
【図１４Ｂ】図１４Ｂは、展開の開始段階におけるラダーを示す、航空機のテーパ状機尾
部の背面図である。
【図１４Ｃ】図１４Ｃは、展開中におけるラダーを示す、航空機のテーパ状機尾部の背面
図である。
【図１４Ｄ】図１４Ｄは、展開を終えつつある状態のラダーを示す、航空機のテーパ状機
尾部の背面図である。
【図１４Ｅ】図１４Ｅは、胴体壁にもたれて完全に展開した状態のラダーを示す、航空機
のテーパ状機尾部の背面図である。
【図１４Ｆ】図１４Ｆは、アクチュエータロッドにより係合された状態のラダーを示す、
航空機のテーパ状機尾部の背面図である。
【図１５Ａ】図１５Ａは、プラットフォーム上に搭載されたラダーを有する回転可能な表
面を示す、航空機の実施形態の平面図である。
【図１５Ｂ】図１５Ｂは、プラットフォーム上に搭載されたラダーを有する回転可能な表
面を示す、航空機の実施形態の側方立面図である。
【図１６】図１６は、エレベータ命令、エルロン命令、およびラダー命令が出力され、組
み合わされて左舷アクチュエータおよび右舷アクチュエータへの命令を提供し得る機能ブ
ロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　例示的な実施形態を示す図面を参照する。図１は、本発明のＵＡＶ部１００の例示的な
実施形態の上面図である。例示的なＵＡＶは、帰着センサ１１１、例えば可視光および／
または赤外光を感知するための画素アレイを有する前端１１０と、展開可能なペイロード
１１２、例えば弾頭または他の攻撃兵器、展開可能な電子サブアセンブリ、および顔料カ
プセルとを備える。また、前端１１０は、実行されるとＵＡＶの位置、線速度および／も
しくは回転速度、直線加速度、ならびに／または姿勢に関する情報を取り込むとともに、
自動操縦処理および／もしくはエンジン制御処理もしくは人間による遠隔操縦処理のいず
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れかまたは両方のための命令を生成する、誘導指令を備える誘導プロセッサを含んでもよ
い、電子アセンブリ（ＥＡ）１１３またはアビオニクス装置を含んでもよい。ＵＡＶは、
バッテリユニットまたは燃料電池および電力調整回路などの１つ以上の電源１１４を備え
てもよい。ＵＡＶは、機体に固有のセンサ、例えばＥＡの一部としてのＧＰＳアンテナお
よびＧＰＳセンサ、ならびに／または、ＥＡおよび／もしくは機体の重心に近接していて
もよい姿勢および／もしくはレートジャイロスコープおよび／もしくは直線加速度計を含
んでもよい。ＵＡＶは、プロペラ１３０およびプロペラモータ１３１などの推力生成モー
ドを含んでもよく、他の実施形態は、タービンモータおよび／またはロケットモータを別
々にまたは組み合わせて用いてもよい。ＵＡＶは、翼１４１、１４２、尾翼１４３、１４
４、およびラダー表面１４５、１４６などの揚力面を有してもよい。翼面は、エレボンと
して動作する作動制御パネル１４７、１４８を有してもよいし、翼としてエレベータとし
て具現化されてもよく、尾翼面は、エルロンとして動作する作動制御パネルを有してもよ
い。ＵＡＶは、ヨー方向において静的に安定しているかもしれず、１つ以上のラダー表面
の連結後尾部により増強を行ってもよい。ＵＡＶのいくつかの実施形態は、ヨー制御にお
ける増強を行うため、ＵＡＶの胴体に沿っていてもよい回転可能なプラットフォーム上に
搭載された２ラダーアセンブリを有してもよい。
【００１３】
　図２は、例示的なＵＡＶの側面図であり、図示の翼１４２は、後尾操縦面１４８が動い
ているとともに２つのアンテナワイヤ（縮尺どおりではない）が胴体２０１から延在して
いる。一方のアンテナ要素は、特にターミナル帰着モードから監視／偵察もしくはロイタ
ーモードへの遷移または監視からホーミングモードへの遷移を行わせるモード制御信号を
受信するための、アップリンク２１０として用いてもよい。他方のアンテナ要素は、ライ
ブ映像、自動映像追跡ステータス、飛行パラメータ、および／またはＵＡＶの状態などの
データを送信するためのダウンリンク２２０として用いてもよい。ＧＰＳアンテナ２３０
は、胴体に沿ってまたは胴体内に、すなわちＧＰＳ周波数帯において高い透過性（低い損
失）を有する材料で作製されているときは胴体の外板の裏側に、搭載されてもよい。一般
に、ＧＰＳアンテナは、ＧＰＳ衛星群から信号を受信可能であるように搭載されてもよい
。
【００１４】
　図３は、ＵＡＶ処理および誘導および制御サブシステム３００の例示的な機能ブロック
図であり、誘導センサ３１０は、シーカプロセッサ３２０のシーク処理に関する外部環境
についての情報を提供する。誘導センサ、より一般的には一揃いの誘導センサは、受動お
よび／または能動レーダサブシステム、赤外線検出サブシステム、赤外線撮像サブシステ
ム、ビデオカメラベースのサブシステムなどの可視光撮像サブシステム、紫外光検出サブ
システム、ならびにそれらの組み合わせを含んでもよい。シーカプロセッサ３２０は、画
像処理と目標追跡処理との両方、ならびにアップリンク受信機３３５からおよび／または
誘導プロセス３３０の出力として受信され得る目標指定または再指定入力３２１を含んで
もよい。画像処理および／または目標追跡情報３２２は、アップリンク／ダウンリンク送
受信機の一部であってもよいダウンリンク送信機３２３を介して送信してもよい。誘導プ
ロセッサ３３０は、誘導処理のための指令を実行する際に、シーカ処理３２０から目標情
報３２４を取り込み、ＧＰＳ受信機３３１ならびにジャイロスコープおよび加速度計３３
２（存在する場合）から位置、速度、および姿勢などのＵＡＶ飛行ステータス情報を取り
込んでもよい。誘導プロセッサ３３０は、偵察中間地点および／または監視最適化軌跡を
受信するため、メモリ格納３３３を参照してもよい。システムの実施形態については、誘
導プロセス３３０は、例えば発射前局面においては外部データポート３３４を経由して、
または例えば発射後局面においてはアップリンク受信機３３５を経由して、偵察中間地点
および／または監視最適化軌跡を受信および／またはアップロードしてもよい。誘導プロ
セッサ３３０は、飛行経路、軌跡、または航路操舵角度および方向を決定するための指令
を実行する一部として、特にターミナル帰着モードでないときに、中間地点および／また
は監視最適化軌跡情報を参照してもよい。誘導プロセッサ３３０は、アップリンク受信機
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３３５を介して、ターミナル帰着モードから監視モード、すなわち非ターミナル帰着モー
ドに切り替えまたはその他遷移させ、監視モードからターミナル帰着モードに切り替えさ
せる命令を受信してもよい。例えば、シーカ処理３３０による視覚的目標ロックを、ＧＰ
Ｓ座標を参照して追跡し、修正可能なターミナルソリューションの決定に関する指令を実
行する誘導プロセッサにより反復的に決定されるターミナル帰着ソリューションに組み込
んでもよい。
【００１５】
　ターミナル帰着モードの一例は、ターミナル帰着モードの攻撃サブモードのための重力
バイアス、およびターミナル帰着モードの空中迎撃サブモードのための加速度バイアスを
用いる比例航法であってもよい。誘導処理３３０および自動操縦処理３４０は、航空機の
方向をその速度ベクトルの配向を変更することにより変更するため、エレボンの実施形態
において例えばバンクトゥターン誘導を生じさせる指令を実行してもよい。例えば、１つ
以上の操縦面の配向を１つ以上の操縦面アクチュエータ３５０を介して変更して、航空機
とその直線加速度のうちのその速度ベクトルに対して直角な部分との配向を変更する力お
よびトルクを生じさせてもよい。航空機の直線加速度のうちの速度ベクトルに沿った部分
は、空力抵抗により大きく影響され、直線加速度は、モータプロセッサ３６０およびプロ
ペラモータ３７０を介して増加させることができる。完全な３軸制御を有する実施形態に
ついては、スキッドトゥターンおよび他の比例－積分－微分誘導ならびに制御アーキテク
チャを含む追加の制御トポロジを実装してもよい。シーカ処理、誘導処理、モータ処理、
および／または自動操縦処理は、アドレス指定可能なメモリを有する単一のマイクロプロ
セッサにより実行してもよく、ならびに／または、例えばデータバスを介して分散通信を
行う２つ以上のマイクロプロセッサに処理を分散させてもよい。
【００１６】
　図４は、航空機４００の胴体４０１の下部４０２に配設された退縮位置における第１の
対の翼と退縮位置における第２の対の翼とを有する、例示的な航空機４００の実施形態の
下側斜視図である。図４は、例示的なプロペラハブ４３０も示している。展開位置に回転
するため、例示的な第１の対の翼４１０は、前方ピボット点４１１を中心に枢動してもよ
く、例示的な第２の対の翼４２０は、機尾ピボット点４２１を中心に枢動してもよい。特
定の実施形態において、翼が退縮位置におけることにより、展開前におよび／または他の
目的で航空機を格納し、簡便に搬送することができる。
【００１７】
　図５は、展開位置における２対の翼４１０、４２０を有する例示的な航空機の実施形態
の下側斜視図である。図示の例示的な前方の対の翼４１０は、各々、連結後縁部５４１、
５４２と下部に搭載された弾力要素５５１、５５２とを有している。
【００１８】
　図６は、例示的な航空機４００の実施形態の別の下側斜視図であり、図示の胴体４０１
、特に本図における下部４０２は、各開口から作動ホーン６２１、６２２が突出する左舷
開口６１１と右舷開口６１２とを有している。両方の前方翼の各々について、胴体に近接
した翼－後縁領域の下側には、弾力性または柔軟性を有するフィクスチャ５５１、５５２
が図示されている。
【００１９】
　図７Ａは、左舷翼－後縁領域の側面図であり、左舷アクチュエータ７２１のホーン６２
１が左舷後縁５４１の上面に接触するため作動している。例示的な翼７１０は、２つの内
部構造要素、例えば主揚力構造平面要素７１１と操縦面構造要素７１２とを備えてもよい
。図７Ｂは、左舷翼－後縁領域の側面図であり、左舷アクチュエータのホーンが左舷後縁
５４１の上面を左舷翼７２５の上面に対して角度的に偏向させるため作動７３０している
。図７Ｃは、弾力要素５５１が対向されていないことにより高められた後縁５４１を示す
、翼７１０の断面図である。２つの例示的な構造要素７１１、７１２の周りに被覆７１３
を配設し、揚力面要素７１１と操縦面要素７１２との間の線形間隙７１４を埋めてもよい
。被覆材料は、それにより翼７１０のプラットフォームを定義してもよいし、線形間隙に
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沿って屈曲を部分的に提供するとともに低亜音速飛行条件において実質的に層状の流れを
提供するため樹脂、プラスチック、および合成ゴムなどの材料から選択してもよい。図７
Ｄは、胴体ベースのアクチュエータホーン６２１が弾力要素５５１に対向するように延在
７３０することにより直線状になった後縁５４１を示す、翼７１０の断面図である。図７
Ｅは、胴体ベースのアクチュエータホーン６２１が弾力要素５５１に対向するようにさら
に延在７４０することにより偏向された後縁５４１を示す、翼７１０の断面図である。図
示の後縁操縦面の代わりに、またはそれらに追加して、同様の編成を前縁操縦面に適用し
てもよい。同様に、機尾側の対の翼が、後縁操縦面と胴体ベースの延在可能なアクチュエ
ータホーンとを含んでもよい。
【００２０】
　図８Ａは、右舷翼８０１の上部に対して右舷後縁５４２に接触した右舷アクチュエータ
ホーン６２２を示す、アクチュエータホーン６２１、６２２の後方から前方を見た断面図
である。図８Ｂは、右舷アクチュエータホーン６２２の回転８２１に応答して右舷翼８０
１の上部に対して偏向８２２した右舷後縁５４２を示す、アクチュエータホーン６２１、
６２２の後方から前方を見た実施形態の断面図である。
【００２１】
　図９は、自動操縦処理３４０からエレベータ命令９１０、δｅおよびエルロン命令９２
０、δａが電圧命令として出力され、ミキサーロジック９３０により組み合わされて左舷
アクチュエータ命令９３１および右舷アクチュエータ命令９３２を提供し得る、機能ブロ
ック図９００である。ミキサーロジック９３０は、自動操縦処理の一部として具現化して
もよいし、別々のモジュールまたは回路として具現化してもよい。左舷アクチュエータ９
５０は、正の電圧が左舷アクチュエータホーンを退縮方向に駆動し、負の電圧が左舷アク
チュエータホーンを延在方向に駆動するように構成してもよい。同様に、右舷アクチュエ
ータ９６０は、正の電圧が右舷アクチュエータホーンを退縮方向に駆動し、負の電圧が右
舷アクチュエータホーンを延在方向に駆動するように構成してもよい。左舷アクチュエー
タ９５０および右舷アクチュエータ９６０は、アクチュエータホーンの位置決めをさらに
調整および／または改良し得る延在／退縮フィードバックを用いるように構成してもよい
。いくつかの実施形態において、航空機は、後縁が当初はそれぞれの弾力部材により提供
される回転力によって上方に偏向しているように構成してもよい。翼が胴体の下部に沿っ
て配設されるとともに胴体の上部が空に向けて配向されている一例では、後縁の偏向によ
り、上方へのピッチングモーメントが発生するかもしれず、かかるピッチングモーメント
は、次いで、アクチュエータホーンの各々を回転延在させることにより低減またはゼロに
する、すなわちトリムしてもよい。いくつかの実施形態において、接触ホーンを作動させ
る例示的な回転アクチュエータを、線形アクチュエータで置換してもよい。
【００２２】
　エレボンとして動作する本明細書に記載の作動可能な操縦面、例えば制御パネル１４７
、１４８に加えて、実施形態は、追加のかかる表面を有してもよい。これらの操縦面も、
ＵＡＶが発射筒内などに格納できるように、または飛行などの動作ができるように、展開
可能であってもよい。かかる展開可能な操縦面の特定の場所および／または配向は、操縦
面が航空機の動きにその自由度のうちの１つ以上についてどのように作用するか（例えば
、ラダーは航空機にヨー運動を付与する）によって変化させてもよい。エレボン１４７、
１４８と同様に、かかる追加の作動可能な操縦面の各々について、１つ以上のアクチュエ
ータが、操縦面の展開後にアクチュエータが操縦面と相互作用して所望される作用を生じ
させるように編成される。
【００２３】
　実施形態において、ＵＡＶは胴体を含み、展開可能な操縦面アセンブリ、例えば垂直安
定板および／またはラダーが、ＵＡＶの機尾部またはその近くに搭載される。操縦面アセ
ンブリの展開は、定位置への摺動、枢動、回転などを含む種々の手段により達成してもよ
い。実施形態は、操縦面アセンブリをその格納位置からその動作位置に付勢するバイアス
力を付与するように、例えばヒンジ周りに位置決めされたバネを有するヒンジを中心に回
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転する操縦面アセンブリを有する。
【００２４】
　例えば、ＵＡＶは、回転軸心を中心に定位置に回転する１つ以上の垂直安定板および／
またはラダーを含んでもよい。かかる操縦面は、胴体の機尾部における胴体のテーパ状部
に沿って位置決めしてもよく、かかるテーパ化は、格納位置における操縦面および他のコ
ンポーネント（折り畳まれたプロペラ等）を保持するように構成してもよい。格納位置か
ら動作位置への展開後、ラダーは、胴体ハウジング内において横方向に配設されるととも
にラダーに係合するため部分的に延在可能であってもよいエフェクタ部材により回転およ
び／または偏向させてもよい。エフェクタ部材は、アクチュエータにより駆動させてもよ
い。一旦係合したら、エフェクタ部材の端部は、部分的に弾力的張力および／または空気
圧の結果として、ラダー表面への貼付、接着、スナップ、またはその他固定によりラダー
に当接する。ラダーの回転軸心は、ＵＡＶの長手方向軸心に対して傾斜した（弾力的に搭
載またはバネ荷重された）例えばクリースまたはヒンジであってもよい。ＵＡＶの長手方
向軸心は、機首から機尾まで胴体の中心を通って延在し、ＵＡＶの重心を通過している。
さらに、ラダーは、アクチュエータを介して、例えばアクチュエータにより駆動される軸
またはプッシュロッドを介して、回転および／または偏向させてもよい。それにより、単
一のヒンジが、展開中はかかるヒンジを中心にラダーを格納位置から動作位置に回転させ
るとともに、展開後はラダーがアクチュエータにより移動または偏向されるときにかかる
ヒンジを中心にラダーを回転させるという、両方の機能を有する。
【００２５】
　図１０Ａは、本発明のＵＡＶ部１０００の例示的な実施形態の上面図である。例示的な
ＵＡＶは、実行されるとＵＡＶの位置、線速度および／もしくは回転速度、直線加速度、
ならびに／または姿勢に関する情報を取り込むとともに、自動操縦処理および／もしくは
エンジン制御処理もしくは人間による遠隔操縦処理のいずれかまたは両方のための命令を
生成する、誘導指令を備える誘導プロセッサを含んでもよい、電子アセンブリ（ＥＡ）１
０１３またはアビオニクス装置を含んでもよい胴体１００１を備える。ＵＡＶは、プロペ
ラ１０３０などの推力生成モードを含んでもよい。ＵＡＶは、翼１０４１、１０４２、尾
翼１０４３、１０４４、およびラダー表面１０４５、１０４６などの揚力面を有してもよ
い。本実施形態における胴体１００１は、機尾に向けてテーパ化されたハウジング１０５
０の一部分を含む。このテーパ化は、格納位置における操縦面および折り畳まれたプロペ
ラを保持するように構成されている。ラダー表面は、アドバースヨーに対抗してもよいし
、例えばロッドまたはアクチュエータの軸を中心に回転可能な湾曲したホーンであっても
よい作動制御要素１０４９を介してＵＡＶを安定化させ、方向設定し、および／または旋
回させる制御のために用いてもよい。ＵＡＶは、ヨー方向において静的に安定しているか
もしれないが、図１０Ａの例示的な実施形態において、ラダー１０４５、１０４６は、尾
翼面により生成される側方向力の量を変化させ、それに応じて、風の流れから外に出るラ
ダーの偏向を用いてＵＡＶのヨー運動を生成および制御し、例えばＵＡＶの中心線を方向
設定してもよい。すなわち、ラダー表面を用いて、ＵＡＶの機首の位置を制御してもよい
。ＵＡＶの旋回は、エルロンまたはエレボンのいずれかを用いてＵＡＶを片側にバンクさ
せることにより行われる。バンクによりＵＡＶの飛行経路が湾曲するかもしれず、そのた
め、ラダー表面１０４５、１０４６は、ＵＡＶが湾曲した飛行経路に正確に位置合わせさ
れるとともに旋回が調整されることを保証する助けになるかもしれない。そうでなければ
、ＵＡＶは、ＵＡＶを飛行経路から外れるように移動させ得るさらなるドラッグに遭遇す
るかもしれず、そのセンサは、所望されるように方向付けられないかもしれない。また、
ラダーは、ＵＡＶのセンサおよび／または兵器が所望される方向に向けられるように、Ｕ
ＡＶを方向設定または方向付けするために用いてもよい。図１０Ａの実施形態では２つの
ラダーが図示されているが、１つまたは３つ以上のラダー、またはＵＡＶの胴体もしくは
他のコンポーネントに沿った他の場所に位置決めされた他の操縦面を用いてもよいことに
留意されたい。いずれのかかる展開可能な操縦面も、２つ以上の自由度についてＵＡＶを
移動可能であるように角度付けし、または傾斜させてもよいことに留意されたい。いくつ
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かの実施形態において、２つ以上の操縦面を互いに別々におよび／または独立して移動さ
せることが可能であるように、２つ以上の操縦面について２つ以上のアクチュエータを設
けてもよい。
【００２６】
　図１０Ｂは、例示的なラダー１０４６の２つの位置を示す、図１０Ａの側方立面図であ
る。図示のラダー１０４６は、胴体壁およびテーパ状機尾部１０５０にもたれさせてもよ
く、ラダーは、ヨー運動を制御するように展開させてもよい。例示的な傾斜したヒンジ線
１０６０は、回転軸心を決定し、ラダーが展開するための枢動線となる。ヒンジ１０６０
は、ラダー１０４６を胴体部１０５０にもたれたその格納位置からその動作位置に付勢す
るとともに、ラダーをアクチュエータに抗して付勢するバネを含んでもよい。また、図は
、翼１０４２、尾翼１０４４、およびプロペラ１０３０も示している。
【００２７】
　図１１Ａ～図１１Ｄは、ラダー表面１１４５、１１４６の例示的な展開を示す上面図で
ある。図１１Ａは、ラダー表面１１４５、１１４６（折り畳み状態）とエフェクタ要素、
例えばロッド１１４９とを有する例示的なＵＡＶの一部分を示す上面図である。図示のＵ
ＡＶは、展開前段階にあり、ラダー１１４５、１１４６は、前方に向くとともに胴体１１
１０のテーパ状機尾部１０５０にもたれて密着している。図示のヒンジ１１５５、１１５
６は、ラダーを胴体に接続している。図１１Ｂは、展開の開始段階におけるＵＡＶを示し
、ラダー１１４５、１１４６は、表面に対する動圧により、および／または、本例におけ
るようにバネ荷重力により、展開させてもよい。かかる力を提供するバネは、ヒンジまた
はその周りに位置決めすることが可能であり、バネは、格納位置から動作位置までラダー
を移動させ、その後それらを付勢する力をラダーに印加する。図示のように、ラダー１１
４５、１１４６は、展開される際、それぞれヒンジ軸心１１６０、１１６１を有するヒン
ジ１１５５、１１５６を中心に回転する。図１１Ｃは、ラダー１１４５、１１４６がヒン
ジ軸心１１６０を中心に回転してさらに展開した状態のラダー１１４５、１１４６を示し
ている。図１１Ｄは、一旦展開したラダー１１４５、１１４６の係合を容易にするように
、胴体の外方およびヒンジ軸心１１６０の上方に突出した、アクチュエータホーンまたは
ロッド１１４９を示している。図示のアクチュエータロッド１１４９は、胴体から外方に
延在した状態であり、展開後のラダー１１４５、１１４６に係合し、ロッドの各端におい
て回転移動を停止させてもよい。ラダー１１４５、１１４６は、締結手段、例えば１組の
少なくとも磁石、クラスプ、クリップ、フランジ、ペグ、ピン、Ｖｅｌｃｒｏ（登録商標
）、またはそれらの組み合わせを介して、ロッド端１１４７、１１４８に接続してもよい
。本例において、アクチュエータロッド１１４９の長さは、胴体の側方向幅からラダー１
１４５、１１４６の表面の幅を引いた長さを超えて延在しなくてもよい。
【００２８】
　図１２Ａ～図１２Ｆは、単一のラダー表面１２４５システムが異なる段階を経て移動す
る際の例示的な展開を示している。図１２Ａは、例示的なＵＡＶの上面図であり、図示の
ヨー制御は、１つのラダー１２４５を有している。本図は、ラダー（折り畳み状態）とエ
フェクタ要素、例えばロッド１２４９とに焦点を当てている。本実施形態は、ラダーを、
発射機筒から展開される前の前方に折り畳まれた垂直な尾翼として示している。ロッド１
２４９は、胴体ハウジング１２０１内に配置され、ラダー１２４５の移動を生じさせるた
めに用いてもよい。図１２Ｂは、図１２Ａと同じＵＡＶ（ＵＡＶが展開して発射機筒から
出つつある状態）を示し、ラダー１２４５は軸心１２６０、例えばヒンジ線を中心に回転
している。図１２Ｃは、ラダー１２４５がヒンジ軸心１２６０を中心に回転し続けてさら
に展開した段階のラダー１２４５を示している。この時点では、ラダーの上面エリアのよ
り大きい部分が見えている。図１２Ｄにおいて、ラダー１２４５が軸心線に沿って移動し
続けるにつれ、本上面図において見えている上面がより小さくなる。図１２Ｅは、完全に
展開したラダー１２４５が胴体壁に当接した状態の展開の端点を示している。図１２Ｆは
、さらに、同じＵＡＶを示し、ラダー１２４５は、発射機筒から外に出た後に完全に展開
し、ロッド１２４９に接触している。いくつかの実施形態において、本図に示すロッド１
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２４９は端部に磁石を有するとともに、ラダー１２４５上に金属タブが設けられ、ラダー
１２４５の捕捉を容易にしてもよい。また、図１２Ｆは、アクチュエータロッドにより係
合された状態のラダーの移動を示し、ラダーに関連付けられた回転軸心を示している。
【００２９】
　図１３Ａは、胴体１３０１のテーパ状機尾部の側面図であり、ラダー１３４５およびプ
ロペラ１３３０（ともに折り畳み状態）は、ＵＡＶが発射機筒の内側または展開前段階に
ある状態で折り返されて内方に押し込まれている。本図は、さらに、胴体ハウジング１３
０１の内側に設置してもよく、ラダーの回転軸心、例えばヒンジ線１３５５の上方に配置
された２つの対向する開口から外に延在する、例示的なアクチュエータロッド１３４９の
位置を示している。本図は、ＵＡＶの長手方向軸心に対して傾斜した回転軸心を示してい
る。傾斜したヒンジ線は、ゼロよりも大きく９０度までの範囲にあってもよい。これらの
例において示すいくつかの実施形態は、３０～６０度の範囲の傾斜角度を有する。４５度
の傾斜角度を用いてもよい。図１３Ｂは、展開しているＵＡＶのラダー１３４５、１３４
６の同じ側面図であり、展開後のプロペラ１３３０の位置およびヒンジ線１３５５の軸心
を中心に回転しているラダー１３４５、１３４６を示している。図１３Ｃは、完全に展開
したラダー１３４５、１３４６と、締結方法、例えば１組の少なくとも磁石、クラスプ、
クリップ、フランジ、ペグ、ピン、Ｖｅｌｃｒｏ（登録商標）、またはそれらの組み合わ
せを介してラダーに締結されたアクチュエータロッドとを示している。アクチュエータロ
ッド１３４９は、アクチュエータ、例えば１組の少なくとも電機機械的リンク、ギアもし
くはギアアセンブリ、および／またはウォームギアを介して制御してもよい。一実施形態
において、ラダーの回転は、弾力的に搭載されたラダーのバネ戻り力に抗してロッドを並
進させるロッドに係合するアクチュエータを介して行ってもよい。アクチュエータロッド
は、ラダー１３４５、１３４６が互いに協働して移動することによりヨー制御を提供する
ことを保証する。
【００３０】
　図１３Ｄは、胴体１３０１を示す実施形態の機尾部の破断図であり、ラダー１３４５、
１３４６（ともに展開されている）は、エフェクタ部材、例えばロッド１３４９により係
合されている。図示のアクチュエータロッド１３４９は、胴体１３０１の内側に収容され
、ヒンジ１３５４のラダー回転軸心、例えば傾斜したヒンジ線１３５５の上方に配置され
た２つの対向する開口１３７５、１３７６から胴体の外側に延在している。いくつかの実
施形態において、ヒンジ１３５４は、ヒンジの一部分の周りにバネ要素１３７８を備えて
もよく、バネは、ラダー１３４５、１３４６を展開させるように機能してもよく、ラダー
１３４５、１３４６が動作位置にあるときにラダー１３４５、１３４６をアクチュエータ
ロッド１３４９に抗して付勢してもよい。図１３Ｄは、さらに、アクチュエータロッド１
３４９に当接したラダー１３４５、１３４６を示し、図示のアクチュエータロッド１３４
９は、裏側構造要素（不図示）により摺動可能に支持されている。アクチュエータロッド
１３４９は、ラダー１３４５、１３４６に接続または当接する球状端１３７２、１３７３
を備えてもよい。アクチュエータロッド１３４９は、各頂点において収束する適合する歯
を有するディスク１３７１と噛み合う歯を有してもよい。アクチュエータ１３７０は、デ
ィスク１３７１を（ＵＡＶの長手方向軸心１３８０に対して垂直な軸心を中心に）回転さ
せることにより、ディスク１３７１を介してアクチュエータロッド１３４９を係合させる
ことにより、ラダー１３４５、１３４６を移動させる。
【００３１】
　図１４Ａ～図１４Ｆは、ラダー表面１４４５、１４４６およびＵＡＶの胴体１４１０の
例示的な展開を示す背面図である。図１４Ａは、折り畳み状態のラダー１４４５、１４４
６を示す、胴体のテーパ状機尾部１４５０の背面図である。本実施形態において、ヒンジ
線１４６０は、胴体の機尾部から機体中央部に向けてテーパ化しているものと見ることが
可能である。ヒンジ線１４６０は、胴体の長手方向軸心に対して選択された度合で傾斜し
ている。図１４Ｂは、展開の開始段階におけるラダー１４４５、１４４６を示す、テーパ
状機尾部の同じく背面図である。本実施形態において、一旦解放されたら、（風圧抵抗と
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相俟った）弾力的搭載による力またはバネ荷重ヒンジにより、ヒンジ線１４６０周りのラ
ダーの運動が容易になり得る。図１４Ｃは、展開中において枢動線、例えば傾斜したヒン
ジ線１４６０を中心に回転しているラダー１４４５、１４４６を示している。風圧抵抗は
、展開のこの段階において発射中での最高点に達するかもしれず、ラダーを胴体の機尾部
に向けて押すかもしれない。図１４Ｄは、さらに、展開の端点に近付き、展開した状態で
テーパ状胴体壁にもたれたラダー１４４５、１４４６を示している。図１４Ｅは、アクチ
ュエータ、本例ではロッド１４４９により係合されたラダー１４４５、１４４６を示し、
かかるロッドは、ラダーを定位置に保つストッパとして作用し、かかる定位置において、
ラダーは、風のベクトルに対して真横を向いて最小の風圧抵抗を達成することが可能であ
る。図１４Ｆは、アクチュエータロッド１４４９により係合されたラダーの移動を示し、
ラダーに関連付けられた回転軸心を示している。本実施形態において、ロッドは、ＵＡＶ
のヨー運動を制御する、例えばＵＡＶの中心線を方向設定するように、一方のラダー１４
４６を側方向に押し、他方のラダー１４４５は引かれ、ならびに／または風、弾力ヒンジ
、および／もしくはバネ荷重力により動かされる。
【００３２】
　図１５Ａは、ＵＡＶ部１５００の例示的な実施形態の上面図である。本図は、ラダー表
面１５４５、１５４６がプラットフォーム１５３９上に搭載された（図示のラダー表面は
プラットフォームに対して垂直である）回転可能な表面１５３９と、プラットフォーム１
５３９の回転移動を制御し得る胴体の内側のアクチュエータとを示している。図１５Ｂは
、例示的なＵＡＶの側面図であり、図示のラダー表面１５４５は、ＵＡＶの長手方向軸心
に対して実質的に垂直に搭載されている。図示のラダー１５４５は、回転可能な表面に固
定されており、回転可能な表面１５３９と胴体ハウジングの一部分とは、同一平面上にあ
る。一実施形態において、プラットフォーム１５３９は、胴体の縦穴内にあってもよく、
アクチュエータの軸は、環境要素の進入を阻止することを容易にするために封止リングを
有する。いくつかの実施形態において、ラダー１５４５、１５４６は、それらの付け根に
ヒンジとバネとを含み、格納時はラダーを胴体にもたれるように平らに折り畳むとともに
、動作時は実質的に垂直な位置に展開させることが可能である。
【００３３】
　図１６は、自動操縦処理３４０からエレベータ命令９１０、δｅ、エルロン命令９２０
、δａ、およびラダー命令１０２５、δｒが電圧命令として出力され、ミキサーロジック
９３０により組み合わされて左舷アクチュエータ命令９３１、右舷アクチュエータ命令９
３２、およびラダーアクチュエータ命令１０７０を提供し得る、機能ブロック図１０００
である。ミキサーロジック９３０は、自動操縦処理の一部として具現化してもよいし、別
々のモジュールまたは回路として具現化してもよい。左舷アクチュエータ９５０は、正の
電圧が左舷アクチュエータホーンを退縮方向に駆動し、負の電圧が左舷アクチュエータホ
ーンを延在方向に駆動するように構成してもよい。同様に、右舷アクチュエータ９６０は
、正の電圧が右舷アクチュエータホーンを退縮方向に駆動し、負の電圧が右舷アクチュエ
ータホーンを延在方向に駆動するように構成してもよい。左舷アクチュエータ９５０およ
び右舷アクチュエータ９６０は、アクチュエータホーンの位置決めをさらに調整および／
または改良し得る延在／退縮フィードバックを用いるように構成してもよい。いくつかの
実施形態において、航空機は、後縁が当初はそれぞれの弾力部材により提供される回転力
によって上方に偏向し得るように構成してもよい。翼が胴体の下部に沿って配設されると
ともに胴体の上部が空に向けて配向されている一例では、後縁の偏向により、上方へのピ
ッチングモーメントが発生するかもしれず、かかるピッチングモーメントは、次いで、ア
クチュエータホーンの各々を回転延在させることにより低減またはゼロにする、すなわち
トリムしてもよい。いくつかの実施形態において、接触ホーンまたはロッドを作動させる
例示的な回転アクチュエータを、線形アクチュエータで置換してもよい。
【００３４】
　上記実施形態の具体的な特長および態様の様々な組み合わせおよび／またはサブ組み合
わせを作製することができ、それらはなお本発明の範囲に該当し得ることが考えられる。
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そのため、開示された発明の様々なモードを形成するために、開示された実施形態の様々
な特長および態様を互いに組み合わせるかまたは置換することができることを理解すべき
である。さらに、例示により本明細書中で開示された本発明の範囲は、上で開示された特
定の実施形態により限定されないことが意図されている。
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